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付　　議　　事　　件　　目　　録 

 

 議案 

番号
事　　　　件　　　　名

摘　　　　要

 提出月日 議決月日 備　考

 
報告 

５

耐震性貯水槽整備工事変更請負契約の専決

処分の報告について
９月　２日 ９月　　日

 
報告 

６

令和７年度大子町一般会計継続費の精算報

告について
〃

 
議案 

63
大子町カスタマーハラスメント防止条例 〃

 
議案 

64

大子町営駐車場設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例
〃

 
議案 

65

大子町防災対応型観光交流施設の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例
〃

 

議案 

66

大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例及び大子町乳児等

通園支援事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例

〃

 
議案 

67

令和８年度大子町一般会計補正予算（第３

号）
〃

 
議案 

68

令和８年度大子町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第２号）
〃

 
議案 

69

令和８年度大子町後期高齢者医療特別会計

補正予算（第１号）
〃



 
議案 

70

令和８年度大子町介護保険特別会計補正予

算（第２号）
９月　２日 ９月　　日

 
議案 

71

令和８年度大子町介護サービス事業特別会

計補正予算（第１号）
〃

 
議案 

72

令和８年度大子町浄化槽整備事業会計補正

予算（第１号）
〃

 
議案 

73

令和８年度大子町水道事業会計補正予算

（第３号）
〃

 
議案 

74

令和７年度大子町一般会計歳入歳出決算の

認定について
〃

 
議案 

75

令和７年度大子町国民健康保険事業特別会

計歳入歳出決算の認定について
〃

 
議案 

76

令和７年度大子町後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算の認定について
〃

 
議案 

77

令和７年度大子町介護保険特別会計歳入歳

出決算の認定について
〃

 
議案 

78

令和７年度大子町介護サービス事業特別会

計歳入歳出決算の認定について
〃

 
議案 

79

令和７年度大子町浄化槽整備事業会計剰余

金の処分及び決算の認定について
〃

 
議案 

80

令和７年度大子町水道事業会計剰余金の処

分及び決算の認定について
〃



報告第５号 

 

　　　耐震性貯水槽整備工事変更請負契約の専決処分の報告について 

　耐震性貯水槽整備工事請負契約の変更について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分をしたので、同条第２項の規定に

より町議会に報告する。 

 

１　契約の目的　　耐震性貯水槽整備工事 

 

２　変更の内容　　請負金額の変更 

　　　　　　　　　変更前　　７５，５７０，０００円 

　　　　　　　　　変更後　　７３，８５４，０００円（１，７１６，０００円減） 

 

３　変更契約締結日　　令和８年７月３０日 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　報　　告 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦　　 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　
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報告第６号 

 

　　　令和７年度大子町一般会計継続費の精算報告について 

　令和７年度大子町一般会計において、別紙のとおり継続費の精算をしたので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、町議会に報告する。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　報　　告 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日

- 2 -



別　紙

（単位：円）

款 項 事業名 年度 支出 年割額と支

済額 出済額の差

（Ａ） （Ｃ） （Ａ）-（Ｃ）

6 1
令和
６

24,000,000 12,000,000 8,150,000 0 3,850,000 21,418,420 10,084,140 5,620,000 0 5,714,280 2,581,580 1,915,860 2,530,000 0 △ 1,864,280

商工費 商工費
令和
７

36,000,000 19,342,000 12,070,000 0 4,588,000 32,846,000 16,423,000 9,280,000 0 7,143,000 3,154,000 2,919,000 2,790,000 0 △ 2,555,000

合計 60,000,000 31,342,000 20,220,000 0 8,438,000 54,264,420 26,507,140 14,900,000 0 12,857,280 5,735,580 4,834,860 5,320,000 0 △ 4,419,280

7 4
令和
６

3,100,000 0 0 0 3,100,000 3,091,000 0 0 0 3,091,000 9,000 0 0 0 9,000

土木費 都市計画費
令和
７

5,007,000 0 0 0 5,007,000 5,005,000 0 0 0 5,005,000 2,000 0 0 0 2,000

合計 8,107,000 0 0 0 8,107,000 8,096,000 0 0 0 8,096,000 11,000 0 0 0 11,000

7 4
令和
６

216,439,000 72,879,000 129,200,000 0 14,360,000 215,666,000 99,936,700 104,000,000 0 11,729,300 773,000 △ 27,057,700 25,200,000 0 2,630,700

土木費 都市計画費
令和
７

118,161,000 59,080,000 53,100,000 0 5,981,000 109,516,000 47,501,795 55,800,000 0 6,214,205 8,645,000 11,578,205 △ 2,700,000 0 △ 233,205

合計 334,600,000 131,959,000 182,300,000 0 20,341,000 325,182,000 147,438,495 159,800,000 0 17,943,505 9,418,000 △ 15,479,495 22,500,000 0 2,397,495

令 和 ７ 年 度     大 子 町 一 般 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書

全　　　体　　　計　　　画 実　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　較

左の財源内訳（Ｂ） 左の財源内訳（Ｄ） 左の財源内訳（Ｂ）-（Ｄ）

特　定　財　源 特　定　財　源 特　定　財　源
年割額

一般財源 一般財源 一般財源国県
支出金

地方債 その他
国県
支出金

地方債 その他
国県

支出金
地方債 その他

観光交流施設敷地
造成工事

都市計画マスター
プラン見直し業務

中心市街地排水処
理施設整備事業

- 3 -



議案第６３号 

 

　　　大子町カスタマーハラスメント防止条例 

（目的） 

第１条　この条例は、カスタマーハラスメントの防止について、基本理念を定め、町、事

業者、就業者及び顧客等の責務を明らかにするとともに、カスタマーハラスメントの防

止に関する基本的な事項を定めることにより、顧客等の権利の保護に配慮しつつ、就業

者の安全及び心身の健康並びに事業者の安定した事業活動の確保を図り、もって持続可

能な社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 事業者　町内で事業を行う法人その他の団体又は個人をいう。 

(2) 就業者　町内で業務に従事する者（事業者の行う事業に関連し、町外でその業務に

従事する者を含む。）をいう。 

(3) 顧客等　就業者から商品又はサービスの提供を受ける者（その提供を受けようとす

る者を含む。）その他の就業者の従事する業務に関係を有する者をいう。 

(4) カスタマーハラスメント　顧客等の言動のうち、就業者の従事する業務の性質その

他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものであって、当該就業者の

就業環境を害するものをいう。 

　（基本理念） 

第３条　カスタマーハラスメントは、就業者の人格又は尊厳を害する等就業環境を害し、

安定した事業活動に影響を及ぼすものであるとの認識の下、社会全体でその防止が図ら

れなければならない。 

２　カスタマーハラスメントの防止に当たっては、就業者と顧客等が対等の立場において

相互に尊重し合うことを旨としなければならない。 

（カスタマーハラスメントの禁止） 

第４条　何人も、あらゆる場において、カスタマーハラスメントを行ってはならない。 

　（適用上の注意） 

第５条　この条例の適用に当たっては、顧客等の権利を不当に侵害しないよう留意しなけ
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ればならない。 

　（町の責務） 

第６条　町は、第３条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、カス

タマーハラスメントを防止するために必要な対策（以下「カスタマーハラスメント防止

対策」という。）について、事業者及び就業者への啓発、情報提供その他の必要な支援を

行うよう努めるものとする。 

２　町は、カスタマーハラスメント防止対策の実施に当たっては、必要に応じて関係機関

との連携に努めるものとする。 

　（事業者の責務） 

第７条　事業者は、基本理念にのっとり、カスタマーハラスメントに係る問題に対する就

業者の関心と理解を深めるとともに、町が実施するカスタマーハラスメント防止対策に

協力するよう努めなければならない。 

２　事業者は、カスタマーハラスメントにより就業者の就業環境が害されることのないよ

う、必要な体制の整備、カスタマーハラスメントを受けた就業者の安全の確保、カスタ

マーハラスメントを行った顧客等に対する当該行為の中止の申入れその他の必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

３　事業者は、その行う事業に関して就業者が顧客等としてカスタマーハラスメントを行

わないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

４　事業者は、他の事業者からカスタマーハラスメントの防止に関し必要な協力を求めら

れた場合には、これに応ずるよう努めなければならない。 

　（就業者の責務） 

第８条　就業者は、基本理念にのっとり、顧客等の権利を尊重し、カスタマーハラスメン

トに係る問題に対する関心と理解を深めるとともに、カスタマーハラスメントの防止に

資する行動をとるよう努めなければならない。 

２　就業者は、その従事する業務に関して事業者が講ずる前条第２項及び第３項の措置に

協力するよう努めなければならない。 

　（顧客等の責務） 

第９条　顧客等は、基本理念にのっとり、カスタマーハラスメントに係る問題に対する関

心と理解を深めるとともに、就業者に対する言動に必要な注意を払うよう努めなければ

ならない。 
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２　顧客等は、町が実施するカスタマーハラスメント防止対策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

附　則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦　　 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　決
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議案第６４号 

 

　　　大子町営駐車場設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

　大子町営駐車場設置及び管理に関する条例（昭和４５年大子町条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

　第２条第２項の表に次のように加える。 

　第５条第１項中「及び奥久慈渓谷駐車場」を「、奥久慈渓谷駐車場及び後山駐車場」に

改める。 

　　　附　則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦　　 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　決

 後山駐車場 大子町大字大子５５４番地２
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議案第６５号 

 

　　　大子町防災対応型観光交流施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

　大子町防災対応型観光交流施設の設置及び管理に関する条例（令和８年大子町条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

　第３条各号を次のように改める。 

　(1) インフォメーションセンター 

(2) 飲食テナントスペース 

(3) 物販テナントスペース 

(4) 事務所 

(5) ＦＭ放送局 

(6) 多目的室 

(7) クライミングピナクル 

(8) 芝生広場 

(9) テラス 

(10) 足湯 

(11) 全天候型イベント広場 

(12) 管理棟 

(13) トイレ棟 

(14) 駐車場 

(15) スケボー広場 

(16) 遊具広場 

(17) 附帯設備 

　第１３条第１項に次のただし書きを加える。 

　　ただし、多目的室、テラス及び足湯を占有しないで使用する場合は、この限りでない。 

 

 

 

　別表中 

「１　多目的室 
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（単位：円） 

注１　「その他の時間帯」とは、午後８時から翌日の午前９時までをいう。 

注２　入場料、会費その他これらに類する料金を徴収する場合又は営利を目的として設備等

を利用する場合 

注３　利用時間が区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の時間に満たない場合

の使用料は、当該区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の使用料の額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

」を 

「１　多目的室 

（単位：円） 

注１　「その他の時間帯」とは、午後８時から翌日の午前９時までをいう。 

注２　入場料、会費その他これらに類する料金を徴収する場合又は営利を目的として設備等 

を利用する場合 

注３　利用時間が区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の時間に満たない場合 

の使用料の額は、当該区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の使用料の額 

とする。 

 

 利用時間帯 

区分

区分① 区分② 区分③ 全日 その他の時間帯

（１時間当た

り）（注１）

 （午前９時～

午後１時）

（午後１時～

午後５時）

（午後５時～

午後８時）

（午前９時～

午後８時）

 入場料等を徴収

しない場合

１，２００ １，２００ ９００ ３，３００ ４００

 入場料等を徴収

する場合（注２）

２，０００ ２，０００ １，５００ ５，５００ ６００

 利用時間帯 

区分

区分① 区分② 区分③ 全日 その他の時間帯

（１時間当た

り）（注１）

 （午前９時～

午後１時）

（午後１時～

午後５時）

（午後５時～

午後８時）

（午前９時～

午後８時）

 入場料等を徴収

しない場合

１，２００ １，２００ ９００ ３，３００ ４００

 入場料等を徴収

する場合（注２）

２，０００ ２，０００ １，５００ ５，５００ ６００
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２　テラス 

　注１　「その他の時間帯」とは、午後８時から翌日の午前９時までをいう。 

注２　入場料、会費その他これらに類する料金を徴収する場合又は営利を目的として設

備等を利用する場合 

注３　利用時間が区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の時間に満たない

場合の使用料の額は、当該区分①、区分②、区分③、全日又はその他の時間帯の使

用料の額とする。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に、 

「２　飲食テナントスペース、物販テナントスペース、クライミングピナクル、芝生広場」 

を「３　飲食テナントスペース、物販テナントスペース、クライミングピナクル、芝生広 

場、足湯」に、 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」を 

「 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に、 

「３　全天候型イベント広場、控室、リハーサル室」を「４　全天候型イベント広場、控 

室、リハーサル室」に、「４　附帯設備及び備品」を「５　附帯設備及び備品」に改める。 

　　 

　　　附　則 

この条例は、令和８年１０月１０日から施行する。 

 利用時間帯 

 

 

区分

区分① 区分② 区分③ 全日
その他の時間

帯（１時間当

たり）（注１）

 （午前９時

～午後１

時）

（午後１時～

午後５時）

（午後５時

～午後８

時）

（午前９時

～午後８

時）

 入場料等を徴

収しない場合
２，４００ ２，４００ １，８００ ６，６００ ８００

 入場料等を徴

収する場合（注

２）

４，０００ ４，０００ ３，０００ １１，０００ １，２００

 芝生広場 （注２）

 芝生広場 （注２）

 足湯 １時間当たり ３０，０００
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　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦　　 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　決
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議案第６６号 

 

　　　大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大子町乳児 

等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

　（大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条　大子町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

大子町条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

　　目次中「第５章　事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」を 

　「第５章　事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 

　　第６章　雑則（第４９条）　　　　　　　　　　　」に改める。　 

　　第６条に次の６項を加える。 

２　町長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。 

　　(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

　　(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

　　　ア　家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。 

　　　イ　保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

３　前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型 

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規 

模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連 

携協力を行うものをいう。 

４　町長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認める場合であって、次に掲げる要件のいずれかを満たすときは、第１

項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

　　(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次のア及

びイに掲げる要件を満たすと町長が認めること。 

　　　ア　家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担及び
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責任の所在が明確化されていること。 

　　　イ　代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措

置が講じられていること。 

　　(2) 町長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために必要 

な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であること。 

５　前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるも

のをいう。 

　　(1) 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合　

小規模保育事業Ａ型事業者等 

　　(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合　事業の規模等を勘案して小規

模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると町長が認める者 

６　町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用しない

こととすることができる。 

　　(1) 町長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業

者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家

庭的保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希

望に基づき、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じてい

るとき。 

　　(2) 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、

著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

７　前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等は、法

第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のもの

に限る。）であって、町長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携

協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければならない。 

　　(1) 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設

置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

　　(2) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設であ

って、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を
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行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育

事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に

対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常

生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等にお

ける安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を

策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２　家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られ

るよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければなら

ない。 

４　家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。 

　　（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための

移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車

及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法

により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２　家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は、利用乳幼児の送迎を目的

とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられ

た前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度

に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行

するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装

置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を

行わなければならない。 

第１０条中「併せて設置するときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限 

り」を加え、同条ただし書を削る。 
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第１３条を次のように改める。 

　　（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条　家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１

条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育

保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条におい

て同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護

するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支

配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係

る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な

措置を講じなければならない。 

第１４条中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的

に実施する」に改める。 

　　第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第２項に

次の１号を加える。 

　　(4) 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当

該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理

業務を適切に遂行できる能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階

並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な

栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることが

できる者として町が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第２２条に規定する家

庭的保育事業を行う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。）

において家庭的保育事業を行う場合に限る。） 

第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

　　第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改め、同条第３項中「保健師又は看護師」を「保健師、看護師又は准看護

師（以下「看護師等」という。）」に改め、同条に次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤

務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２
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年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、心

理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であっ

て、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると

認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、

障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該

当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」と

いう。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士

等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（附則第７条又は

第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる

体制を確保しなければならない。 

第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改め、同条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に

次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤

務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる

体制を確保しなければならない。 

第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改め、同条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に

次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業

所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ
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し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事

業所の保育士（附則第７条又は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。次

項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることが

できる体制を確保しなければならない。 

第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を

「２５人」に改め、同条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に

次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業

所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ

し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内保育事

業所の保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることが

できる体制を確保しなければならない。 

　　第５章の次に次の１章を加える。 

　　　　第６章　雑則 

　　（電磁的記録） 

第４９条　家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。 

附則第９条中「法第１８条の１８第１項の登録を受けた者をいい、第２９条第３項若
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しくは第４４条第３項」を「第２９条第３項若しくは第４項若しくは第４４条第３項若

しくは第４項」に、「保育士の数（前２条の規定の適用がないとした場合の第２９条第２

項又は第４４条第２項により算定されるものをいう。）」を「前２条の規定の適用がない

ものとした場合の第２９条第２項又は第４４条第２項により算定される保育士の数」に

改める。 

（大子町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条　大子町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年

大子町条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

　　第１４条の次に次の１条を加える。 

　　（児童対象性暴力等の防止） 

第１４条の２　乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用する法

第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民

間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令

和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条

において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切

に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のう

ち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必

要な措置を講じなければならない。 

附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中第１３条の改正規定及び第２条

中第１４条の次に１条を加える改正規定は、令和８年１２月２５日から施行する。 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦　　 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　決
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議案第６７号 

 

　　　令和８年度大子町一般会計補正予算（第３号） 

　令和８年度大子町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１１，８６８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，５５１，０９７千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。 

 

 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 　 日　　　　　決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

地方交付税11 4,150,000 145,103 4,295,103

1 4,150,000 145,103 4,295,103地方交付税

国庫支出金15 1,682,669 5,711 1,688,380

1 510,867 3,711 514,578国庫負担金

2 1,166,727 2,000 1,168,727国庫補助金

県支出金16 591,164 9,545 600,709

1 347,993 165 348,158県負担金

2 165,288 6,277 171,565県補助金

3 77,883 3,103 80,986委託金

財産収入17 67,816 2,990 70,806

1 67,812 2,990 70,802財産運用収入

繰入金19 955,216 10,648 965,864

1 955,215 6,503 961,718基金繰入金

2 1 4,145 4,146特別会計繰入金

繰越金20 481,053 △67,079 413,974

1 481,053 △67,079 413,974繰越金

諸収入21 130,449 50 130,499

5 113,119 50 113,169雑入

町債22 1,194,500 4,900 1,199,400

1 1,194,500 4,900 1,199,400町債

12,551,097歳              入              合              計 12,439,229 111,868
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

議会費1 108,895 △331 108,564

議会費1 108,895 △331 108,564

総務費2 2,556,407 △12,046 2,544,361

総務管理費1 2,281,623 3,006 2,284,629

徴税費2 132,297 △10,503 121,794

戸籍住民基本台帳費3 92,077 △1,932 90,145

選挙費4 36,295 3,104 39,399

統計調査費5 13,279 △5,721 7,558

民生費3 2,545,980 31,895 2,577,875

社会福祉費1 1,958,209 15,722 1,973,931

児童福祉費2 587,524 16,173 603,697

衛生費4 992,074 9,687 1,001,761

保健衛生費1 294,026 8,071 302,097

清掃費2 628,967 1,616 630,583

農林水産業費5 510,612 9,748 520,360

農業費1 348,398 5,095 353,493

林業費2 162,214 4,653 166,867

商工費6 1,610,954 △8,045 1,602,909

商工費1 1,610,954 △8,045 1,602,909

土木費7 1,007,356 3,704 1,011,060

土木管理費1 159,283 △2,686 156,597

道路橋りょう費2 342,565 465 343,030

河川費3 5,375 5,302 10,677

都市計画費4 460,094 623 460,717

消防費8 598,153 11,543 609,696

消防費1 598,153 11,543 609,696
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補  正  額 計款

（単位：千円）

項 補 正 前 の 額

教育費9 1,029,218 2,879 1,032,097

教育総務費1 236,703 △2,504 234,199

小学校費2 110,917 1,772 112,689

中学校費3 222,164 0 222,164

幼稚園費4 42,798 12 42,810

社会教育費5 195,261 99 195,360

保健体育費6 221,375 3,500 224,875

諸支出金12 162,058 62,834 224,892

基金費1 162,058 62,834 224,892

12,551,097歳              出              合              計 12,439,229 111,868
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第２表 　債務負担行為補正

千円

追　加

事　　　　　項 期　　　間 限　度　額

1 ふるさと大子応援寄附金企画運営業務 令和８年度から令和１１年度まで
ふるさと大子応援寄附金として受領した額
の6.5%に消費税及び地方消費税相当額を加
算した額

2 放課後子ども教室事業業務委託料 令和８年度から令和９年度まで ５７,３５４
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第３表 　地方債補正

限　度　額 利　率 限　度　額 利　率

千円 千円

過疎対策事業債 ９４９,６００ ９５０,９００

緊急防災・減災事業債 ９５,４００ ９５,５００

緊急自然災害防止対策事業債 １２３,４００ １２６,９００

補　正　前 補　正　後

変　更

起　債　の　目　的 備　　　　　考

起債の方法、償還方法は変更なし

年３．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

年５．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

11 地方交付税 145,103 4,295,1034,150,000

15 国庫支出金 5,711 1,688,3801,682,669

16 県支出金 9,545 600,709591,164

17 財産収入 2,990 70,80667,816

19 繰入金 10,648 965,864955,216

20 繰越金 △67,079 413,974481,053

21 諸収入 50 130,499130,449

22 町債 4,900 1,199,4001,194,500

歳     入     合     計 12,439,229 111,868 12,551,097
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 △331 108,564108,895 △331議会費

3,1032 △12,046 2,544,3612,556,407 △15,149総務費

4,6003 31,895 2,577,8752,545,980 27,295民生費

4 9,687 1,001,761992,074 9,687衛生費

6,503△1,9003025 9,748 520,360510,612 4,843農林水産業費

501,5002,0006 △8,045 1,602,9091,610,954 △11,595商工費

3,5007 3,704 1,011,0601,007,356 204土木費

1001,0008 11,543 609,696598,153 10,443消防費

1,7003759 2,879 1,032,0971,029,218 804教育費

2,99012 62,834 224,892162,058 59,844諸支出金

歳     出     合     計 12,439,229 111,868 12,551,097 11,380 4,900 9,543 86,045
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２　歳　入

（単位：千円）地方交付税1地方交付税（款） 11 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

145,103地方交付税1145,103地方交付税1 4,295,1034,150,000 145,103  普通交付税

4,295,103145,1034,150,000計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 15

2,447児童福祉費負担金23,711民生費国庫負担金1 514,128510,417 2,447  子どものための教育・保育給付費負担金（過年度分）

1,264児童手当負担金3 1,264  児童手当交付金（過年度分）

514,5783,711510,867計

国庫補助金（項） 2国庫支出金（款） 15

2,000総務管理費補助金12,000総務費国庫補助金1 1,013,0981,011,098 2,000  地域未来交付金（デジタル実装型）

1,168,7272,0001,166,727計

県負担金（項） 1県支出金（款） 16

165児童手当負担金3165民生費県負担金2 314,733314,568 165  児童手当交付金（過年度分）

348,158165347,993計

県補助金（項） 2県支出金（款） 16

375総務管理費補助金1375総務費県補助金1 17,58817,213 375  原子力地域振興事業費補助金

4,600児童福祉費補助金34,600民生費県補助金2 58,54553,945 4,600  茨城県過疎地域出産祝金補助金

302農業費補助金1302農林水産業費県補4 53,98053,678 302  中山間地域農業基盤整備促進事業補助金

助金

1,000消防費補助金11,000消防費県補助金7 1,150150 1,000  感震ブレーカー設置促進事業費補助金
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（単位：千円）県補助金2県支出金（款） 16 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

171,5656,277165,288計

委託金（項） 3県支出金（款） 16

3,103選挙費委託金53,103総務費委託金1 44,47441,371 3,103  茨城県議会議員一般選挙委託金

80,9863,10377,883計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 17

2,990利子及び配当金12,990利子及び配当金2 24,41221,422 1,788  財政調整基金利子

831  観光振興基金利子

32  文化振興基金利子

334  森林環境譲与税基金利子

5  学校教育施設整備基金利子

70,8022,99067,812計

基金繰入金（項） 1繰入金（款） 19

6,503森林環境譲与税基16,503森林環境譲与税基4 140,223133,720 6,503  森林環境譲与税基金繰入れ

金繰入金金繰入金

961,7186,503955,215計

特別会計繰入金（項） 2繰入金（款） 19

4,145介護保険特別会計14,145介護保険特別会計1 4,1461 4,145  介護保険特別会計繰入れ

繰入金繰入金

4,1464,1451計

繰越金（項） 1繰越金（款） 20

△67,079繰越金1△67,079繰越金1 413,974481,053 △67,079  前年度繰越金
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繰越金（項） 1繰越金（款） 20

413,974△67,079481,053計

雑入（項） 5諸収入（款） 21

50雑入450雑入4 97,16497,114 50  フィルムコミッションイベント参加者負担金

113,16950113,119計

町債（項） 1町債（款） 22

1,300過疎対策事業債11,300過疎対策事業債1 950,900949,600 1,700  小中学校施設整備事業

△400  観光施設整備事業

100緊急防災・減災事1100緊急防災・減災事2 95,50095,400 80  いばらき消防指令センター大規模更新負担金

業債業債 20  いばらき消防指令センター改修実施設計委託費負担金

3,500緊急自然災害防止13,500緊急自然災害防止3 126,900123,400 3,500  河川管理事業

対策事業債対策事業債

1,199,4004,9001,194,500計
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３　歳　出

（款） 1 議会費 （項） 1 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1議会費 108,895 △331 108,564 △331 2給料 △270   行政職 △270

    　　　　　　　　　　　３人 △270

3職員手当等 △250   扶養手当 △150

  期末手当 △50

  勤勉手当 △50

4共済費 189   職員共済組合負担金 189

計 108,895 △331 108,564 △331

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

1一般管理 521,514 △2,743 518,771 △2,743 2給料 △675   行政職 △675

費     　　　　　　　　　　３３人 △675

3職員手当等 △1,710   扶養手当 △300

  通勤手当 550

  住居手当 △700

  期末手当 △300

  児童手当 △600

  退職手当負担金 △1,500

  退職手当特別負担金 1,140

4共済費 △358   職員共済組合負担金 1,822

  社会保険料(会計年度任用職員) △2,180

3文書広報 71,630 1 71,631 1 10需用費 △1,120   消耗品費 △1,120

費

11役務費 1,824   手数料 1,824

13使用料及び △703   使用料及び賃借料 △703

賃借料     高速カラー印刷機使用料 △703
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（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

5会計管理 10,887 99 10,986 99 17備品購入費 99   庁用備品 99

費

6財産管理 210,875 160 211,035 160 11役務費 37   手数料 37

費

12委託料 94   委託料 94

    仮設トイレ等撤去処分業務 94

14工事請負費 29   工事請負費 29

    電話構内交換設備等工事 29

11地域振興 121,742 544 122,286 544 12委託料 544   委託料 544

費     大子清流高校地域みらい留学

    シェアハウス調査業務 544

12都市住民 10,870 495 11,365 495 12委託料 495   委託料 495

交流事業     空き家情報サイト構築業務 495

費

14企業誘致 5,289 70 5,359 70 13使用料及び 35   使用料及び賃借料 35

推進費 賃借料     旧南中学校東側水路用地使用

    料 35

16公有財産 35   公有財産購入費 35

購入費     旧南中学校東側水路用地購入 35

17都市再生 818,789 409 819,198 409 12委託料 409   委託料 409

整備計画     常陸大子駅構内トイレ管理業

事業費     務 409

19タウンプ 42,929 3,214 46,143 3,214 11役務費 2,120   広告料 1,485

ロモ－シ   手数料 635

ョン事業

費 12委託料 870   委託料 870

    防災道の駅オープン記念イベ

    ント周知用チラシ作成業務 870
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（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

17備品購入費 224   庁用備品 224

20諸費 2,146 757 2,903 757 10需用費 757   修繕料 757

計 2,281,623 3,006 2,284,629 3,006

（款） 2 総務費 （項） 2 徴税費

1徴税総務 95,895 △10,503 85,392 △10,503 2給料 △6,878   行政職 △6,878

費     　　　　　　　　　　１２人 △6,878

3職員手当等 △1,750   扶養手当 △400

  通勤手当 200

  住居手当 △250

  時間外勤務手当 600

  期末手当 △1,200

  勤勉手当 △500

  地域手当 △200

4共済費 △1,875   職員共済組合負担金 △1,875

計 132,297 △10,503 121,794 △10,503

（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費

1戸籍住民 92,077 △1,932 90,145 △1,932 2給料 △1,674   行政職 △1,674

基本台帳     　　　　　　　　　　　７人 △1,674

費

3職員手当等 △30   扶養手当 720

  通勤手当 △50

  住居手当 100

  時間外勤務手当 100

  期末手当 △400
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（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費

  勤勉手当 △500

4共済費 △228   職員共済組合負担金 △228

計 92,077 △1,932 90,145 △1,932

（款） 2 総務費 （項） 4 選挙費

3茨城県議 16,625 3,104 19,729 3,103 1 10需用費 3,104   修繕料 3,104

会議員一

般選挙費

計 36,295 3,104 39,399 3,103 1

（款） 2 総務費 （項） 5 統計調査費

1統計調査 12,073 △5,721 6,352 △5,721 2給料 △3,221   行政職 △3,221

総務費     　　　　　　　　　　　２人 △3,221

3職員手当等 △1,400   通勤手当 350

  期末手当 △900

  勤勉手当 △750

  地域手当 △100

4共済費 △1,100   職員共済組合負担金 △1,100

計 13,279 △5,721 7,558 △5,721

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

1社会福祉 955,821 9,400 965,221 9,400 2給料 3,006   行政職 3,006

総務費     　　　　　　　　　　１０人 3,006

3職員手当等 2,000   通勤手当 100

  住居手当 △150

  期末手当 1,000

  勤勉手当 950
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（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

  地域手当 100

4共済費 1,494   職員共済組合負担金 1,494

22償還金､利子 1,745   償還金 1,745

及び割引料     国・県支出金等返還金 1,745

27繰出金 1,155   繰出金 1,155

    国民健康保険事業特別会計 1,155

2高齢者福 522,618 2,647 525,265 2,647 22償還金､利子 1,653   償還金 1,653

祉対策費 及び割引料     低所得者保険料軽減負担金返

    還金 1,653

27繰出金 994   繰出金 994

    介護保険特別会計 900

    介護サービス事業特別会計 94

4後期高齢 376,761 3,675 380,436 3,675 18負担金､補助 4,543   負担金 4,543

者医療給 及び交付金     後期高齢者医療広域連合市町

付費     村 4,754

    後期高齢者医療広域連合市町

    村共通経費 △211

27繰出金 △868   繰出金 △868

    後期高齢者医療特別会計 △868

計 1,958,209 15,722 1,973,931 15,722

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

1児童福祉 416,038 14,196 430,234 4,600 9,596 2給料 3,957   行政職 3,957

総務費     　　　　　　　　　　　６人 3,957
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（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

3職員手当等 1,960   通勤手当 300

  住居手当 700

  期末手当 250

  勤勉手当 550

  地域手当 160

4共済費 1,376   職員共済組合負担金 1,376

7報償費 4,600   記念品代等 4,600

    新生児すくすく祝金 4,600

22償還金､利子 2,303   償還金 2,303

及び割引料     国・県支出金等返還金 2,303

3保育所費 171,481 1,977 173,458 1,977 2給料 38   行政職 38

    　　　　　　　　　　１４人 38

3職員手当等 740   通勤手当 100

  住居手当 △220

  時間外勤務手当 1,000

  期末手当 100

  勤勉手当 △250

  地域手当 10

4共済費 1,120   職員共済組合負担金 640

  社会保険料(会計年度任用職員) 480

13使用料及び 79   使用料及び賃借料 79

賃借料     自動体外式除細動器（AED）

    使用料 24

    バス借上料 55

計 587,524 16,173 603,697 4,600 11,573

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

1保健衛生 120,944 5,163 126,107 5,163 2給料 2,316   行政職 2,316
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（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

総務費     　　　　　　　　　　１０人 2,316

3職員手当等 780   扶養手当 850

  住居手当 △300

  期末手当 200

  勤勉手当 △100

  地域手当 130

4共済費 2,067   職員共済組合負担金 1,187

  社会保険料(会計年度任用職員) 880

3母子衛生 12,063 1,832 13,895 1,832 22償還金､利子 1,832   償還金 1,832

費 及び割引料     国・県支出金等返還金 1,832

4環境衛生 15,575 1,081 16,656 1,081 10需用費 481   消耗品費 121

費   光熱水費 360

18負担金､補助 600   補助金 600

及び交付金     ゼロカーボン推進事業 600

5斎場費 53,770 △5 53,765 △5 11役務費 △7   手数料 △7

18負担金､補助 2   負担金 2

及び交付金     防火管理者講習受講料 2

計 294,026 8,071 302,097 8,071

（款） 4 衛生費 （項） 2 清掃費

1清掃総務 211,570 1,616 213,186 1,616 2給料 820   行政職 857

費     　　　　　　　　　　１０人 857

  技能労務職 △37

    　　　　　　　　　　１０人 △37
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（款） 4 衛生費 （項） 2 清掃費

3職員手当等 200   扶養手当 400

  通勤手当 △100

  住居手当 250

  期末手当 100

  勤勉手当 △500

  地域手当 50

4共済費 596   職員共済組合負担金 1,036

  社会保険料(会計年度任用職員) △440

計 628,967 1,616 630,583 1,616

（款） 5 農林水産業費 （項） 1 農業費

1農業委員 37,297 △1,248 36,049 △1,248 2給料 △648   行政職 △648

会費     　　　　　　　　　　　３人 △648

3職員手当等 △600   扶養手当 △300

  住居手当 300

  期末手当 △300

  勤勉手当 △300

2農業総務 60,985 3,651 64,636 3,651 2給料 1,301   行政職 1,301

費     　　　　　　　　　　　７人 1,301

3職員手当等 2,010   扶養手当 50

  通勤手当 △400

  住居手当 450

  時間外勤務手当 800

  期末手当 550

  勤勉手当 500

  地域手当 60

4共済費 340   職員共済組合負担金 780

  社会保険料(会計年度任用職員) △440
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（款） 5 農林水産業費 （項） 1 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

3農業振興 102,389 499 102,888 499 12委託料 499   委託料 499

費     果汁化施設運営人材育成業務 499

8土地改良 45,643 2,193 47,836 302 1,891 11役務費 48   広告料 48

費

12委託料 302   委託料 302

    防災重点農業用ため池防災工

    事に係る所有権移転代位登記

    業務 302

18負担金､補助 1,843   補助金 1,843

及び交付金     土地改良事業費 1,432

    中山間地域農業基盤整備促進

    事業費 411

計 348,398 5,095 353,493 302 4,793

（款） 5 農林水産業費 （項） 2 林業費

1林業総務 48,781 50 48,831 50 2給料 △485   行政職 △485

費     　　　　　　　　　　　７人 △485

3職員手当等 500   通勤手当 300

  住居手当 400

  期末手当 △100

  勤勉手当 △100

4共済費 35   職員共済組合負担金 35

4林業施設 2,454 0 2,454 △1,900 1,900

管理費
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（款） 5 農林水産業費 （項） 2 林業費

6森林環境 88,636 4,603 93,239 4,603 1報酬 88   会計年度任用職員報酬 88

譲与税活     森林整備推進員　　　　１人 88

用事業費

3職員手当等 177   期末手当（会計年度任用職員） 103

  勤勉手当（会計年度任用職員） 74

7報償費 125   謝金 125

    町道等管理作業報奨金（林道

    分） 125

12委託料 2,098   委託料 2,098

    身近なみどり整備推進事業 2,098

18負担金､補助 2,115   補助金 2,115

及び交付金     インフラ等周辺森林整備事業 2,115

計 162,214 4,653 166,867 △1,900 6,503 50

（款） 6 商工費 （項） 1 商工費

1商工総務 87,513 △13,345 74,168 △13,345 2給料 △6,336   行政職 △6,336

費     　　　　　　　　　　１２人 △6,336

3職員手当等 △4,780   管理職手当 △330

  扶養手当 250

  通勤手当 △200

  住居手当 △400

  時間外勤務手当 600

  期末手当 △2,500

  勤勉手当 △2,000

  地域手当 △200

4共済費 △2,229   職員共済組合負担金 △2,229

2商工振興 95,772 1,600 97,372 2,000 △400 18負担金､補助 1,600   補助金 1,600

費 及び交付金     デジタル式プレミアム商品券

    発行事業 1,600
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（款） 6 商工費 （項） 1 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

3観光費 1,407,710 3,700 1,411,410 1,500 50 2,150 12委託料 2,200   委託料 2,200

    フィルムコミッション業務 2,200

14工事請負費 1,500   工事請負費 1,500

    観光資源等整備工事 1,500

計 1,610,954 △8,045 1,602,909 2,000 1,500 50 △11,595

（款） 7 土木費 （項） 1 土木管理費

1土木総務 159,283 △2,686 156,597 △2,686 2給料 △2,439   行政職 △2,439

費     　　　　　　　　　　　７人 △2,439

3職員手当等 △100   扶養手当 △100

  通勤手当 700

  住居手当 400

  休日勤務手当 50

  期末手当 △650

  勤勉手当 △500

4共済費 △147   職員共済組合負担金 △147

計 159,283 △2,686 156,597 △2,686

（款） 7 土木費 （項） 2 道路橋りょう費

1道路橋り 98,047 △215 97,832 △215 2給料 △915   行政職 △915

ょう総務     　　　　　　　　　　　２人 △915

費

3職員手当等 700   扶養手当 350

  通勤手当 200

  住居手当 350

  期末手当 △100

- 40 -



（款） 7 土木費 （項） 2 道路橋りょう費

  勤勉手当 △100

2道路維持 127,186 680 127,866 680 7報償費 680   謝金 680

費     町道等管理作業報奨金（町道

    分） 680

計 342,565 465 343,030 465

（款） 7 土木費 （項） 3 河川費

1河川管理 5,375 5,302 10,677 3,500 1,802 14工事請負費 5,302   工事請負費 5,302

費     久保田川護岸崩落対策工事 2,354

    久保田川護岸補修工事 891

    生瀬川護岸補修工事 1,166

    大生瀬地内河川護岸補修工事 891

計 5,375 5,302 10,677 3,500 1,802

（款） 7 土木費 （項） 4 都市計画費

1都市計画 30,367 623 30,990 623 2給料 469   行政職 469

総務費     　　　　　　　　　　　２人 469

3職員手当等 120   通勤手当 △200

  住居手当 △100

  休日勤務手当 100

  期末手当 150

  勤勉手当 150

  地域手当 20

4共済費 34   職員共済組合負担金 34

計 460,094 623 460,717 623

（款） 8 消防費 （項） 1 消防費

1常備消防 415,788 2,882 418,670 1,000 100 1,782 2給料 166   消防職 166
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（款） 8 消防費 （項） 1 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

費     　　　　　　　　　　４５人 166

3職員手当等 △300   扶養手当 △250

  通勤手当 300

  住居手当 △150

  勤勉手当 △200

4共済費 1,489   職員共済組合負担金 1,489

17備品購入費 27   庁用備品 27

18負担金､補助 1,500   補助金 1,500

及び交付金     感震ブレーカー等設置 1,500

3消防施設 35,166 8,561 43,727 8,561 11役務費 715   手数料 715

費

14工事請負費 7,846   工事請負費 7,846

    女性消防吏員仮眠室設置工事 7,846

5災害対策 80,272 100 80,372 100 3職員手当等 100   管理職員特別勤務手当 100

費

計 598,153 11,543 609,696 1,000 100 10,443

（款） 9 教育費 （項） 1 教育総務費

2事務局費 137,874 △2,504 135,370 △2,504 2給料 △2,343   行政職 △2,343

    　　　　　　　　　　　６人 △2,343

3職員手当等 △1,000   通勤手当 △300

  期末手当 △400

  勤勉手当 △300
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（款） 9 教育費 （項） 1 教育総務費

4共済費 839   職員共済組合負担金 △120

  社会保険料（再任用職員） △300

  共済組合負担金（教育長分） 139

  社会保険料(会計年度任用職員) 1,120

計 236,703 △2,504 234,199 △2,504

（款） 9 教育費 （項） 2 小学校費

1学校管理 65,314 1,768 67,082 1,700 68 14工事請負費 1,768   工事請負費 1,768

費     さはら小学校高圧ケーブル更

    新工事 1,768

2教育振興 45,603 4 45,607 4 22償還金､利子 4   償還金 4

費 及び割引料     医療施設運営費等補助金返還

    金 4

計 110,917 1,772 112,689 1,700 72

（款） 9 教育費 （項） 3 中学校費

2教育振興 180,304 0 180,304 13使用料及び 80   使用料及び賃借料 80

費 賃借料     デジタル教科書使用料 80

17備品購入費 △80   教育用備品 △80

計 222,164 0 222,164

（款） 9 教育費 （項） 4 幼稚園費

1幼稚園費 42,798 12 42,810 12 4共済費 12   公立学校共済組合負担金 12

計 42,798 12 42,810 12

（款） 9 教育費 （項） 5 社会教育費

1社会教育 112,428 △86 112,342 △86 2給料 △64   行政職 △64
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（款） 9 教育費 （項） 5 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

総務費     　　　　　　　　　　　４人 △64

3職員手当等 △200   扶養手当 △100

  通勤手当 △100

8旅費 178   普通旅費 178

2公民館費 64,724 0 64,724 375 △375

4文化財保 1,647 185 1,832 185 12委託料 185   委託料 185

護費     埋蔵文化財調査業務 185

計 195,261 99 195,360 375 △276

（款） 9 教育費 （項） 6 保健体育費

1保健体育 37,828 168 37,996 168 3職員手当等 110   扶養手当 50

総務費   期末手当 50

  地域手当 10

4共済費 58   職員共済組合負担金 58

2学校給食 183,547 3,332 186,879 3,332 2給料 1,428   行政職 1,428

センタ－     　　　　　　　　　　　２人 1,428

費

3職員手当等 1,170   扶養手当 200

  期末手当 500

  勤勉手当 400

  地域手当 70

4共済費 734   職員共済組合負担金 734

計 221,375 3,500 224,875 3,500
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（款） 12 諸支出金 （項） 1 基金費

1財政調整 9,373 1,788 11,161 1,788 24積立金 1,788   積立金 1,788

基金費     財政調整基金利子 1,788

2減債基金 9,891 59,103 68,994 59,103 24積立金 59,103   積立金 59,103

費     減債基金元金 59,103

3観光振興 18,745 831 19,576 831 24積立金 831   積立金 831

基金費     観光振興基金利子 831

4文化振興 656 773 1,429 32 741 24積立金 773   積立金 773

基金費     大子町文化振興基金元金 741

    大子町文化振興基金利子 32

5森林環境 118,767 334 119,101 334 24積立金 334   積立金 334

譲与税基     森林環境譲与税基金利子 334

金費

7学校教育 5 5 10 5 24積立金 5   積立金 5

施設整備     大子町学校教育施設整備基金

基金費     利子 5

計 162,058 62,834 224,892 2,990 59,844
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１　特別職 （単位：千円）

職 員 数
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人）

3 23,040 11,024 34,064 6,718 40,782

11 41,640 13,360 55,000 9,494 64,494

その他の特別職 1,454 52,488 52,488 1,200 53,688

計 1,468 94,128 23,040 24,384 141,552 17,412 158,964

3 23,040 11,024 34,064 6,231 40,295

11 41,640 13,360 55,000 9,494 64,494

その他の特別職 1,454 52,488 52,488 1,200 53,688

計 1,468 94,128 23,040 24,384 141,552 16,925 158,477

487 487

その他の特別職

計 487 487

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区　　　　　　　　分 共　済　費 合　　　計 備　　　　　　　　考

補正後

長　　　　等

議　　　　員

補正前

長　　　　等

議　　　　員

比　　較

長　　　　等

議　　　　員
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２　　一般職

（１）　　総　　　括         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 144 ）
補 正 後

217 271,482 872,215 749,827 1,893,524 354,781 2,248,305
（ 144 ）

補 正 前
221 271,011 884,662 750,780 1,906,453 350,822 2,257,275

（ ）
比 較

△ 4 471 △ 12,447 △ 953 △ 12,929 3,959 △ 8,970

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

19,830 25,120 32,286 14,850 52,402 12,300 3,000 2,800 450 693
職員手当の

20,160 23,850 30,536 14,170 49,302 12,150 3,000 2,800 450 593

△ 330 1,270 1,750 680 3,100 150 100

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

235,774 193,550 37,097 115,335 4,340

239,671 197,076 36,987 116,835 3,200

△ 3,897 △ 3,526 △ 1,500 1,140

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 10 ）
補 正 後

217 872,215 695,761 1,567,976 295,314 1,863,290
（ 11 ）

補 正 前
221 884,662 696,891 1,581,553 290,775 1,872,328

（ △ 1 ）
比 較

△ 4 △ 12,447 △ 1,130 △ 13,577 4,539 △ 9,038

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

19,830 25,120 32,286 14,850 52,402 12,300 3,000 2,800 450 693
職員手当の

20,160 23,850 30,536 14,170 49,302 12,150 3,000 2,800 450 593

△ 330 1,270 1,750 680 3,100 150 100

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

204,329 170,929 37,097 115,335 4,340

208,329 174,529 36,987 116,835 3,200

△ 4,000 △ 3,600 110 △ 1,500 1,140

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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　　イ　会計年度任用職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　酬 給　　料 職員手当 計

（ 134 ）
補 正 後

271,482 54,066 325,548 59,467 385,015
（ 133 ）

補 正 前
271,011 53,889 324,900 60,047 384,947

（ 1 ）
比 較

471 177 648 △ 580 68

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

（単位：千円）

職員手当の

31,445 22,621
内 訳

31,342 22,547

103 74

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 期末手当 勤勉手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

（円） （円）

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

△ 12,447 その他の増減分 △ 12,447 人事異動に伴う組替等による増減

△ 12,447

△ 953 その他の増減分 △ 953 人事異動に伴う組替等による増減

通勤手当ほか  8,477

期末勤勉手当ほか △ 9,430

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 消　防　職 技能労務職

平 均 給 料 月 額 (円) ３２７,５０９ ３１８,７０２ ３６０,０５３

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３８４,８９２ ３６３,８１０ ３９８,７５４

平 均 年 齢 (歳) ３９.３８ ３６.００ ５２.０４

平 均 給 料 月 額 (円) ３２４,５８３ ３１５,７５０ ３５９,０５０

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３７９,９６７ ４２６,３８０ ４０２,７４６

平 均 年 齢 (歳) ３９.２４ ３５.１０ ５１.０９

町　　　の　　　制　　　度 国　　　の　　　制　　　度

一般行政職 消　防　職 技能労務職 一般行政職 消　防　職 技能労務職

高校卒 ２０６,７００ ２２５,６００ １９８,２００ ２００,３００ ２３０,４００ １９８,２００

大学卒 ２３７,６００ ２６５,６００ ２３２,０００ ２６９,２００

高校卒 ２０６,７００ ２２５,６００ １９８,２００ ２００,３００ ２３０,４００ １９８,２００

大学卒 ２３７,６００ ２６５,６００ ２３２,０００ ２６９,２００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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ウ　級別職員数

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％)

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

１４ ８.８ １ ２.２ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

３０ １８.８ ４ ８.９ １２ ９２.３

（ ５ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

３６ ２２.５ ９ ２０.０ １ ７.７

（ ７ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

２８ １７.５ ７ １５.６ ０.０

（ ） （ ０.０ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

３９ ２４.４ １１ ２４.４ ０.０

（ ） （ ０.０ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

１３ ８.１ １３ ２８.９ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０ ０.０

（ １２ ） （ １００.０ ） （ ０ ） （ １００.０ ） （ ０ ） （ １００.０ ）

１６０ １００.０ ４５ １００.０ １３ １００.０

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％)

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

１４ ８.６ １ ２.３ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

３１ １９.０ ４ ９.１ １３ ９２.９

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

２８ １７.２ ９ ２０.５ １ ７.１

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

２８ １７.２ ７ １５.９ ０.０

（ ５ ） （ ４５.５ ） （ ） （ ０.０ ） （ ） （ ）

４９ ３０.１ １０ ２２.７ ０.０

（ ６ ） （ ５４.５ ） （ １ ） （ １００.０ ） （ １ ） （ １００.０ ）

１３ ８.０ １３ ２９.５ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０ ０.０

（ １１ ） （ １００.０ ） （ １ ） （ １００.０ ） （ １ ） （ １００.０ ）

１６３ １００.０ ４４ １００.０ １４ １００.０

一般行政職 消防職 技能労務職

一般行政職 消防職 技能労務職

区　　　　　分

６　級

５　級

４　級

令和８年９月１日 現在 ３　級

２　級

１　級

その他

計

区　　　　　分

６　級

５　級

令和８年１月１日 現在 ４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　（級別の基準となる職務）

室長・課長補佐・所長・園長 係長 主査 主任 主　事

消防司令長 消防司令 消防司令 消防司令補 消防士

消防司令補 消防士長

　　　エ　昇給

(Ａ)(人)

(Ｂ)(人)

１　号　給 (人)

２　号　給 (人)

３　号　給 (人)

４　号　給 (人)

５　号　給 (人)

６　号　給 (人)

７　号　給 (人)

８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人)

(％)

(Ａ)(人)

(Ｂ)(人)

１　号　給 (人)

２　号　給 (人)

３　号　給 (人)

４　号　給 (人)

５　号　給 (人)

６　号　給 (人)

７　号　給 (人)

８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人)

(％)

区　　分 ６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

参事・課長・事務局長・館長

会計管理者・参与 事務局次長

消防士長

消防副士長・消防士

代　　表　　的　　な　　職　　種

一般行政職 消防職 技能労務職

職 員 数 ２１８ １６０ ４５ １３

昇 給 に 係 る 職 員 数 ２０２ １４９ ４４ ９

０

１０ ８ ２

１１ １１

１７６ １２６ ４１ ９

号 給 数 別 内 訳 ４ ３ １

１ １

０

０

０

比 率 (Ｂ)/(Ａ) ９２.７ ９３.１ ９７.８ ６９.２

職 員 数 ２２１ １６３ ４５ １３

昇 給 に 係 る 職 員 数 ２０６ １５４ ４３ ９

０

９ ７ ２

１０ １０

１８７ １３７ ４１ ９

号 給 数 別 内 訳 ０

０

０

０

０

比 率 (Ｂ)/(Ａ) ９３.２ ９４.５ ９５.６ ６９.２

一般行政職

消　防　職

区　　　　　分 合　　　計 備　　　　　考

補　

正　

後

補　

正　

前
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　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　　　キ　特殊勤務手当

①行旅病人死亡人取扱手当

(％) ②感染症防疫作業手当

③植物防疫作業手当

④救急救命業務手当

(％) ⑤し尿浄化槽清掃手当

　　　ク　その他の手当　

支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階・職務の級

６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

代 表 的 な 職 種

一般行政職 消　防　職 技能労務職

給料に対する比率 ０.０５ ０.０１ ０.２３ ０.０２

支給対象職員の比率 ３７.１６ ３８.１３ ２２.２２ ７６.９２

⑥煙道清掃作業手当

区　　　　分 国の制度との差異 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容 備　　　　　　考

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる 距離区分

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 その他の加算 措置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

区分 全職種 代表的な特殊勤務手当の名称 備　　　　　考
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議案第６８号 

 

　　　令和８年度大子町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

　令和８年度大子町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，９５９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２０６，０１７千円と

する。 

２　事業勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 　 日　　　　　決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国庫支出金3 4,950 24 4,974

1 4,950 24 4,974国庫補助金

県支出金4 1,655,726 550 1,656,276

1 1,655,726 550 1,656,276県補助金

財産収入5 250 230 480

1 250 230 480財産運用収入

繰入金6 202,353 1,155 203,508

1 202,352 1,155 203,507他会計繰入金

2,206,017歳              入              合              計 2,204,058 1,959
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費1 67,092 1,729 68,821

総務管理費1 56,866 1,981 58,847

徴税費2 9,231 △252 8,979

基金積立金7 250 230 480

基金積立金1 250 230 480

2,206,017歳              出              合              計 2,204,058 1,959
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

3 国庫支出金 24 4,9744,950

4 県支出金 550 1,656,2761,655,726

5 財産収入 230 480250

6 繰入金 1,155 203,508202,353

歳     入     合     計 2,204,058 1,959 2,206,017
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

5741 1,729 68,82167,092 1,155総務費

2307 230 480250基金積立金

歳     出     合     計 2,204,058 1,959 2,206,017 574 230 1,155
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２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金1国庫支出金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

24社会保障・税番号124社会保障・税番号2 240 24  社会保障・税番号制度システム整備費補助金

制度システム整備制度システム整備

費等補助金費等補助金

4,974244,950計

県補助金（項） 1県支出金（款） 4

550保険給付費等交付2550保険給付費等交付1 1,656,2761,655,726 550  特別調整交付金分

金（特別交付金）金

1,656,2765501,655,726計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 5

230利子及び配当金1230利子及び配当金1 480250 230  国民健康保険支払準備基金利子

480230250計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 6

1,103職員給与費等繰入41,155一般会計繰入金1 203,507202,352 1,103  職員給与費等繰入れ

金

52その他一般会計繰6 52  事務費等繰入れ

入金

203,5071,155202,352計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 55,550 1,981 57,531 574 1,407 2給料 201   行政職 201

費     　　　　　　　　　　　５人 201

3職員手当等 740   扶養手当 300

  通勤手当 150

  住居手当 50

  時間外勤務手当 20

  期末手当 200

  地域手当 20

4共済費 414   職員共済組合負担金 414

10需用費 25   印刷製本費 25

12委託料 550   委託料 550

    子どもに係る均等割保険税軽

    減措置拡充に伴う国民健康保

    険システム改修業務 550

18負担金､補助 51   負担金 51

及び交付金     オンライン資格確認システム

    等 51

計 56,866 1,981 58,847 574 1,407

（款） 1 総務費 （項） 2 徴税費

1徴税総務 6,883 △252 6,631 △252 2給料 △252   行政職 △252

費     　　　　　　　　　　　１人 △252

計 9,231 △252 8,979 △252
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（款） 7 基金積立金 （項） 1 基金積立金 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1支払準備 250 230 480 230 24積立金 230   積立金 230

基金積立     国保支払準備基金利子 230

金

計 250 230 480 230
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１　　一般職

（１）　　総　　　括         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

6 21,914 16,890 38,804 7,312 46,116
（ ）

補 正 前
6 21,965 16,150 38,115 6,898 45,013

（ ）
比 較

△ 51 740 689 414 1,103

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

360 798 860 332 920
職員手当の

360 498 710 282 900

300 150 50 20

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

5,349 4,347 932 2,992

5,149 4,347 912 2,992

200 20

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

6 21,914 16,890 38,804 7,312 46,116
（ ）

補 正 前
6 21,965 16,150 38,115 6,898 45,013

（ ）
比 較

△ 51 740 689 414 1,103

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

360 798 860 332 920
職員手当の

360 498 710 282 900

300 150 50 20

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

5,349 4,347 932 2,992

5,149 4,347 912 2,992

200 20

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

△ 51 その他の増減分 △ 51 人事異動に伴う組替等による増減

△ 51

 740 その他の増減分  740 人事異動に伴う組替等による増減

扶養手当ほか  740

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

平 均 給 料 月 額 (円) ３０３,９３３

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３７１,２１８

平 均 年 齢 (歳) ３７.１１

平 均 給 料 月 額 (円) ２９７,２１６

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３３１,６５０

平 均 年 齢 (歳) ３５.０９

町の制度（円） 国の制度（円）

一般行政職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　分 一　般　行　政　職

６　級 参事・課長

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) ５　級 室長・課長補佐

（ ） （ ） （ ） （ ） ４　級 係長

０.０ ０.０ ３　級 主査

（ ） ） （ ） ） ２　級 主任

１ １７.０ １ １７.０ １　級 主事

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １７.０ １ １７.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

３ ５０.０ ２ ３３.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １７.０ ２ ３３.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ０ ） （ ０.０ ） （ ０ ） （ ０.０ ）

６ １００.０ ６ １００.０

令和８年９月１日 現在 令和８年１月１日 現在

一般行政職 一般行政職区　分

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　エ　昇給

(Ａ) (人) (Ａ) (人)

(Ｂ) (人) (Ｂ) (人)

１　号　給 (人) １　号　給 (人)

２　号　給 (人) ２　号　給 (人)

３　号　給 (人) ３　号　給 (人)

４　号　給 (人) ４　号　給 (人)

５　号　給 (人) ５　号　給 (人)

６　号　給 (人) ６　号　給 (人)

７　号　給 (人) ７　号　給 (人)

８　号　給 (人) ８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人) ９　号　給以上 (人)

(％) (Ｂ)/(Ａ) (％)

　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　　　キ　特殊勤務手当 　　　ク　その他の手当　

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称

代表的な職種 代表的な職種

（一般行政職) （一般行政職)

職 員 数 ６ ６ 職 員 数 ６ ６

昇 給 に 係 る 職 員 数 ６ ６ 昇 給 に 係 る 職 員 数 ６ ６

６ ６ ６ ６

号 給 数 別 内 訳 号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０ 比 率 １００.０ １００.０

支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の 級
６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

区分 全職種 一般行政職 区 分 国の制度との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる

無

区　　　　　　　分 合　計 区　　　　　　　分 合　計

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 そ の 他 の 加 算 措 置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

給料総額に対する比率(％) ０.０ ０.０

支給対象職員の比率（％） ０.０ ０.０

補　

正　

後

補　

正　

前
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議案第６９号 

 

　　　令和８年度大子町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

　令和８年度大子町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４２８千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４９，０７２千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 　 日　　　　　決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

繰入金3 102,769 △868 101,901

1 102,769 △868 101,901一般会計繰入金

繰越金4 5,000 440 5,440

1 5,000 440 5,440繰越金

349,072歳              入              合              計 349,500 △428
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費1 10,167 △868 9,299

総務管理費1 10,167 △868 9,299

諸支出金3 1,462 440 1,902

償還金及び還付加算金1 1,420 440 1,860

349,072歳              出              合              計 349,500 △428
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

3 繰入金 △868 101,901102,769

4 繰越金 440 5,4405,000

歳     入     合     計 349,500 △428 349,072
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 △868 9,29910,167 △868総務費

3 440 1,9021,462 440諸支出金

歳     出     合     計 349,500 △428 349,072 △428

- 71 -



２　歳　入

（単位：千円）一般会計繰入金1繰入金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△868職員給与費等繰入2△868一般会計繰入金1 101,901102,769 △868  職員給与費等繰入れ

金

101,901△868102,769計

繰越金（項） 1繰越金（款） 4

440繰越金1440繰越金1 5,4405,000 440  前年度繰越金

5,4404405,000計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 10,167 △868 9,299 △868 2給料 △48   行政職 △48

費     　　　　　　　　　　　１人 △48

3職員手当等 △682   扶養手当 △342

  通勤手当 △100

  児童手当 △240

4共済費 △138   職員共済組合負担金 △138

計 10,167 △868 9,299 △868

（款） 3 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

4償還金 0 440 440 440 22償還金､利子 440   償還金 440

及び割引料     国・県支出金等返還金 440

計 1,420 440 1,860 440
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１　　一般職

（１）　　総　　　括         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

1 3,209 2,525 5,734 993 6,727
（ ）

補 正 前
1 3,257 2,967 6,224 1,131 7,355

（ ）
比 較

△ 48 △ 442 △ 490 △ 138 △ 628

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

218 300
職員手当の

342 318 300

△ 342 △ 100

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

780 614 143 470

780 614 143 470

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

1 3,209 2,525 5,734 993 6,727
（ ）

補 正 前
1 3,257 2,967 6,224 1,131 7,355

（ ）
比 較

△ 48 △ 442 △ 490 △ 138 △ 628

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

218 300
職員手当の

342 318 300

△ 342 △ 100

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

780 614 143 470

780 614 143 470

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

△ 48 その他の増減分 △ 48 人事異動に伴う組替等による増減

△ 48

△ 442 その他の増減分 △ 442 人事異動に伴う組替等による増減

扶養手当ほか △ 442

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

平 均 給 料 月 額 (円) ２６７,０００

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３０９,３９４

平 均 年 齢 (歳) ２８.０５

平 均 給 料 月 額 (円) ２６７,０００

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３３１,６６９

平 均 年 齢 (歳) ３３.０７

町の制度（円） 国の制度（円）

一般行政職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　分 一　般　行　政　職

６　級 参事・課長

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) ５　級 室長・課長補佐

（ ） （ ） （ ） （ ） ４　級 係長

０.０ ０.０ ３　級 主査

（ ） ） （ ） ） ２　級 主任

０.０ ０.０ １　級 主事

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １００.０ １ １００.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ０ ） （ ０.０ ） （ ０ ） （ ０.０ ）

１ １００.０ １ １００.０

令和８年９月１日 現在 令和８年１月１日 現在

一般行政職 一般行政職区　分

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　エ　昇給

(Ａ) (人) (Ａ) (人)

(Ｂ) (人) (Ｂ) (人)

１　号　給 (人) １　号　給 (人)

２　号　給 (人) ２　号　給 (人)

３　号　給 (人) ３　号　給 (人)

４　号　給 (人) ４　号　給 (人)

５　号　給 (人) ５　号　給 (人)

６　号　給 (人) ６　号　給 (人)

７　号　給 (人) ７　号　給 (人)

８　号　給 (人) ８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人) ９　号　給以上 (人)

(％) (Ｂ)/(Ａ) (％)

　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　　　キ　特殊勤務手当 　　　ク　その他の手当　

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称

代表的な職種 代表的な職種

（一般行政職) （一般行政職)

職 員 数 １ １ 職 員 数 １ １

昇 給 に 係 る 職 員 数 １ １ 昇 給 に 係 る 職 員 数 １ １

１ １ １ １

号 給 数 別 内 訳 号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０ 比 率 １００.０ １００.０

支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の 級
６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

区分 全職種 一般行政職 区 分 国の制度との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる

無

区　　　　　　　分 合　計 区　　　　　　　分 合　計

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 そ の 他 の 加 算 措 置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

給料総額に対する比率(％) ０.０ ０.０

支給対象職員の比率（％） ０.０ ０.０

補　

正　

後

補　

正　

前
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議案第７０号 

 

　　　令和８年度大子町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

　令和８年度大子町の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２２，３４６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，４９５，６１９千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 　 日　　　　　決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国庫支出金3 598,538 590 599,128

2 227,615 590 228,205国庫補助金

県支出金5 347,143 △310 346,833

2 13,896 △310 13,586県補助金

財産収入6 1,855 728 2,583

1 1,855 728 2,583財産運用収入

繰入金7 337,674 900 338,574

1 337,673 900 338,573一般会計繰入金

繰越金8 3,056 120,438 123,494

1 3,056 120,438 123,494繰越金

2,495,619歳              入              合              計 2,373,273 122,346
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費1 77,819 △1,849 75,970

総務管理費1 57,478 △1,849 55,629

基金積立金4 1,855 728 2,583

基金積立金1 1,855 728 2,583

地域支援事業費5 83,471 △1,612 81,859

包括的支援事業・任意事業費3 51,259 △1,612 49,647

諸支出金7 30,453 125,079 155,532

償還金及び還付加算金1 30,452 120,934 151,386

繰出金2 1 4,145 4,146

2,495,619歳              出              合              計 2,373,273 122,346
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

3 国庫支出金 590 599,128598,538

5 県支出金 △310 346,833347,143

6 財産収入 728 2,5831,855

7 繰入金 900 338,574337,674

8 繰越金 120,438 123,4943,056

歳     入     合     計 2,373,273 122,346 2,495,619
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1,2101 △1,849 75,97077,819 △3,059総務費

7284 728 2,5831,855基金積立金

△9305 △1,612 81,85983,471 △682地域支援事業費

7 125,079 155,53230,453 125,079諸支出金

歳     出     合     計 2,373,273 122,346 2,495,619 280 728 121,338
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２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△620現年度分1△620地域支援事業交付3 19,13819,758 △620  現年度分

金（介護予防・日

常生活支援総合事

業以外の地域支援

事業）

1,210介護保険事業費補11,210介護保険事業費補5 1,749539 1,210  介護保険事業費補助金

助金助金

228,205590227,615計

県補助金（項） 2県支出金（款） 5

△310現年度分1△310地域支援事業交付2 9,5689,878 △310  現年度分

金（介護予防・日

常生活支援総合事

業以外の地域支援

事業）

13,586△31013,896計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 6

728利子及び配当金1728利子及び配当金1 2,5831,855 728  介護給付費準備基金利子

2,5837281,855計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 7

△310現年度分1△310地域支援事業繰入3 9,5739,883 △310  現年度分

金（介護予防・日

常生活支援総合事

業以外の地域支援

事業）
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（単位：千円）一般会計繰入金1繰入金（款） 7 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

1,210事務費繰入金21,210その他一般会計繰5 27,74826,538 1,210  事務費繰入れ

入金

338,573900337,673計

繰越金（項） 1繰越金（款） 8

120,438繰越金1120,438繰越金1 123,4943,056 120,438  前年度繰越金

123,494120,4383,056計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 57,459 △1,849 55,610 1,210 △3,059 2給料 △3,764   行政職 △3,764

費     　　　　　　　　　　　６人 △3,764

3職員手当等 △300   扶養手当 △100

  通勤手当 100

  住居手当 300

  期末手当 △300

  勤勉手当 △100

  地域手当 △100

  退職手当負担金 △100

4共済費 △205   職員共済組合負担金 △645

  社会保険料(会計年度任用職員) 440

12委託料 2,420   委託料 2,420

    介護保険法改正に伴うシステ

    ム改修業務 2,420

計 57,478 △1,849 55,629 1,210 △3,059

（款） 4 基金積立金 （項） 1 基金積立金

1介護給付 1,855 728 2,583 728 24積立金 728   積立金 728

費準備基     介護給付費準備基金利子 728

金積立金

計 1,855 728 2,583 728

（款） 5 地域支援事業費 （項） 3 包括的支援事業・任意事業費

3地域包括 39,147 △1,612 37,535 △930 △682 2給料 △829   行政職 △829

支援セン     　　　　　　　　　　　４人 △829

ター運営
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（款） 5 地域支援事業費 （項） 3 包括的支援事業・任意事業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

費 3職員手当等 △674   通勤手当 50

  住居手当 △324

  期末手当 △200

  勤勉手当 △200

4共済費 △109   職員共済組合負担金 △109

計 51,259 △1,612 49,647 △930 △682

（款） 7 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

2償還金 30,000 120,934 150,934 120,934 22償還金､利子 120,934   償還金 120,934

及び割引料     国庫支出金等返還金 120,934

計 30,452 120,934 151,386 120,934

（款） 7 諸支出金 （項） 2 繰出金

1一般会計 1 4,145 4,146 4,145 27繰出金 4,145   繰出金 4,145

繰出金     一般会計 4,145

計 1 4,145 4,146 4,145
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１　　一般職

（１）　　総　　　括         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 4 ）
補 正 後

10 9,687 34,422 31,519 75,628 13,645 89,273
（ 4 ）

補 正 前
10 9,687 39,015 32,493 81,195 13,959 95,154

（ ）
比 較

△ 4,593 △ 974 △ 5,567 △ 314 △ 5,881

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

720 704 2,355 972 1,800
職員手当の

720 804 2,205 996 1,800

△ 100 150 △ 24

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

9,902 8,357 1,518 5,191

10,402 8,657 1,618 5,291

△ 500 △ 300 △ 100 △ 100

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

10 34,422 29,540 63,962 11,885 75,847
（ ）

補 正 前
10 39,015 30,514 69,529 12,639 82,168

（ ）
比 較

△ 4,593 △ 974 △ 5,567 △ 754 △ 6,321

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

720 704 2,355 972 1,800
職員手当の

720 804 2,205 996 1,800

△ 100 150 △ 24

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

8,751 7,529 1,518 5,191

9,251 7,829 1,618 5,291

△ 500 △ 300 △ 100 △ 100

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当

- 89 -



　　イ　会計年度任用職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　酬 給　　料 職員手当 計

（ 4 ）
補 正 後

9,687 9,687 1,760 11,447
（ 4 ）

補 正 前
9,687 9,687 1,320 11,007

（ ）
比 較

440 440

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

（単位：千円）

職員手当の

1,151 828
内 訳

1,151 828

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 期末手当 勤勉手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

△ 4,593 その他の増減分 △ 4,593 人事異動に伴う組替等による増減

△ 4,593

△ 974 その他の増減分 △ 974 人事異動に伴う組替等による増減

通勤手当  150

期末勤勉手当ほか △ 1,124

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

平 均 給 料 月 額 (円) ３１４,８９０

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３７９,３５０

平 均 年 齢 (歳) ３９.０８

平 均 給 料 月 額 (円) ３１６,０００

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３７１,１２８

平 均 年 齢 (歳) ３９.０１

町の制度（円） 国の制度（円）

一般行政職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　分 一　般　行　政　職

６　級 参事・課長

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) ５　級 室長・課長補佐

（ ） （ ） （ ） （ ） ４　級 係長

０.０ ０.０ ３　級 主査

（ ） ） （ ） ） ２　級 主任

２ ２０.０ ２ ２０.０ １　級 主事

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １０.０ ２ ２０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

３ ３０.０ ２ ２０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

３ ３０.０ ２ ２０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １０.０ ２ ２０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ０ ） （ ０.０ ） （ ０ ） （ ０.０ ）

１０ １００.０ １０ １００.０

令和８年９月１日 現在 令和８年１月１日 現在

一般行政職 一般行政職区　分

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　エ　昇給

(Ａ) (人) (Ａ) (人)

(Ｂ) (人) (Ｂ) (人)

１　号　給 (人) １　号　給 (人)

２　号　給 (人) ２　号　給 (人)

３　号　給 (人) ３　号　給 (人)

４　号　給 (人) ４　号　給 (人)

５　号　給 (人) ５　号　給 (人)

６　号　給 (人) ６　号　給 (人)

７　号　給 (人) ７　号　給 (人)

８　号　給 (人) ８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人) ９　号　給以上 (人)

(％) (Ｂ)/(Ａ) (％)

　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　　　キ　特殊勤務手当 　　　ク　その他の手当　

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称

代表的な職種 代表的な職種

（一般行政職) （一般行政職)

職 員 数 １０ １０ 職 員 数 １０ １０

昇 給 に 係 る 職 員 数 １０ １０ 昇 給 に 係 る 職 員 数 １０ １０

９ ９

１ １ １０ １０

号 給 数 別 内 訳 号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０ 比 率 １００.０ １００.０

支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の 級
６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

区分 全職種 一般行政職 区 分 国の制度との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる

無

区　　　　　　　分 合　計 区　　　　　　　分 合　計

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 そ の 他 の 加 算 措 置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

給料総額に対する比率(％) ０.０ ０.０

支給対象職員の比率（％） ０.０ ０.０

補　

正　

後

補　

正　

前
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議案第７１号 

 

　　　令和８年度大子町介護サービス事業特別会計補正予算（第１号） 

　令和８年度大子町の介護サービス事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

　（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，２９４千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

繰入金2 8,263 94 8,357

1 8,263 94 8,357他会計繰入金

18,294歳              入              合              計 18,200 94
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費1 11,039 94 11,133

総務管理費1 11,039 94 11,133

18,294歳              出              合              計 18,200 94
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

2 繰入金 94 8,3578,263

歳     入     合     計 18,200 94 18,294
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 94 11,13311,039 94総務費

歳     出     合     計 18,200 94 18,294 94
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２　歳　入

（単位：千円）他会計繰入金1繰入金（款） 2 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

94一般会計繰入金194一般会計繰入金1 8,3578,263 94  一般会計繰入れ

8,357948,263計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 11,039 94 11,133 94 3職員手当等 30   勤勉手当 30

費

4共済費 64   職員共済組合負担金 64

計 11,039 94 11,133 94
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１　　一般職

（１）　　総　　　括         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

1 4,474 4,371 8,845 1,688 10,533
（ ）

補 正 前
1 4,474 4,341 8,815 1,624 10,439

（ ）
比 較

30 30 64 94

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

558 430 400
職員手当の

558 430 400

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

1,192 957 200 634

1,192 927 200 634

30

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当

- 101 -



　　ア　会計年度任用職員以外の職員         （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

1 4,474 4,371 8,845 1,688 10,533
（ ）

補 正 前
1 4,474 4,341 8,815 1,624 10,439

（ ）
比 較

30 30 64 94

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

        （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

558 430 400
職員手当の

558 430 400

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

1,192 957 200 634

1,192 927 200 634

30

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
職 員 数 備　　　　　　　　　　　　　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

補　正　後

補　正　前

比 　　　較

区　　　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

 0 その他の増減分  0 人事異動に伴う組替等による増減

 0

 30 その他の増減分  30 人事異動に伴う組替等による増減

勤勉手当  30

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

平 均 給 料 月 額 (円) ３７２,４００

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ４７２,５７６

平 均 年 齢 (歳) ４７.０７

平 均 給 料 月 額 (円) ３６７,８００

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ４５９,９３２

平 均 年 齢 (歳) ４７.０１

町の制度（円） 国の制度（円）

一般行政職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　分 一　般　行　政　職

６　級 参事・課長

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) ５　級 室長・課長補佐

（ ） （ ） （ ） （ ） ４　級 係長

０.０ ０.０ ３　級 主査

（ ） ） （ ） ） ２　級 主任

０.０ ０.０ １　級 主事

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １００.０ １ １００.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ０ ） （ ０.０ ） （ ０ ） （ ０.０ ）

１ １００.０ １ １００.０

令和８年９月１日 現在 令和８年１月１日 現在

一般行政職 一般行政職区　分

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　エ　昇給

(Ａ) (人) (Ａ) (人)

(Ｂ) (人) (Ｂ) (人)

１　号　給 (人) １　号　給 (人)

２　号　給 (人) ２　号　給 (人)

３　号　給 (人) ３　号　給 (人)

４　号　給 (人) ４　号　給 (人)

５　号　給 (人) ５　号　給 (人)

６　号　給 (人) ６　号　給 (人)

７　号　給 (人) ７　号　給 (人)

８　号　給 (人) ８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人) ９　号　給以上 (人)

(％) (Ｂ)/(Ａ) (％)

　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　　　キ　特殊勤務手当 　　　ク　その他の手当　

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称

代表的な職種 代表的な職種

（一般行政職) （一般行政職)

職 員 数 １ １ 職 員 数 １ １

昇 給 に 係 る 職 員 数 １ １ 昇 給 に 係 る 職 員 数 １ １

１ １ １ １

号 給 数 別 内 訳 号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０ 比 率 １００.０ １００.０

支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の 級
６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

区分 全職種 一般行政職 区 分 国の制度との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる

無

区　　　　　　　分 合　計 区　　　　　　　分 合　計

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 そ の 他 の 加 算 措 置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

給料総額に対する比率(％) ０.０ ０.０

支給対象職員の比率（％） ０.０ ０.０

補　

正　

後

補　

正　

前
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議案第７２号 

 

令和８年度大子町浄化槽整備事業会計補正予算（第１号） 

 

（ 総則 ） 

第１条　令和８年度大子町浄化槽整備事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（企業債） 

第２条　令和８年度大子町浄化槽整備事業会計予算第５条を次のように改める。 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　　　提　　　出 

茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦　　　　　　　　　　 

令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　　　　決 

 起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

  

特定地域生活排水

処理施設事業

 

１１，４００千円

 

 

 

普通貸借又は

証券発行

年５．０％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる政府資金及び地方

公共団体金融機構資金につい

て、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の

利率）

　 

政府資金及び地方公共団体金融機構については、その融

資条件により、銀行その他の場合には、その債権者と協

定するものによる。ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低利

に借り換えすることができる。

  

過疎対策事業

 

１１，４００千円

 
計 ２２，８００千円
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議案第７３号 

 

令和８年度大子町水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（ 総則 ） 

第１条　令和８年度大子町水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条　令和８年度大子町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（　科　目　）　　　　　　　（　既決予定額　）　　　　　　（　補正予定額　）　　　　　　（　　計　　） 

（４）建設改良事業　　　　　　　　　７，６６２千円　　　　　　　２５，４００千円　　　　　　３３，０６２千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（　科　目　）　　　　　　　（　既決予定額　）　　　　　　（　補正予定額　）　　　　　　（　　計　　） 

　　　　　 収　　入 

　第１款　水道事業収益　　　　　　　４３４，９３８千円　　　　　　　　　　３００千円　　　　　４３５，２３８千円 

第２項　営業外収益　　　　　　　　４４，０１２千円　　　　　　　　　　３００千円　　　　　　４４，３１２千円 

支　　出 

　第１款　水道事業費　　　　　　　　５４４，７７７千円　　　　　　　△４，２３１千円　　　　　５４０，５４６千円 

第１項　営業費用　　　　　　　　５２０，９７２千円　　　　　　　△４，２３１千円　　　　　５１６，７４１千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条　予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（　科　目　）　　　　　　　　（　既決予定額　）　　　　　　（　補正予定額　）　　　　　　（　　計　　） 

　　　　　収　　入 

第１款　資本的収入　　　　　　　　　５３，１４２千円　　　　　　　２５，３５０千円　　　　　　７８，４９２千円 

　第１項　企業債　　　　　　　　　　１３，０００千円　　　　　　　１９，０００千円　　　　　　３２，０００千円 

　第５項　国県補助金　　　　　　　　　２，０００千円　　　　　　　　６，３５０千円　　　　　　　８，３５０千円 

　　　　　支　　出 

第１款　資本的支出　　　　　　　　１７４，２８４千円　　　　　　　２５，４００千円　　　　　１９９，６８４千円 

第２項　上水道建設改良費　　　　　　７，６６２千円　　　　　　　２５，４００千円　　　　　　３３，０６２千円 

 

第５条　予算第５条を次のように改める。 

 

 起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

  

上水道事業

 

３２，０００千円

 

普通貸借又は

証券発行

年５．０％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる政府資金及び地方

公共団体金融機構資金につい

て、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の

利率）

　政府資金及び地方公共団体金融機構については、その

融資条件により、銀行その他の場合には、その債権者と

協定するものによる。ただし、企業財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低

利に借り換えすることができる。

 計 ３２，０００千円
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条　予算第８条に定めた経費の予定額を次のとおり補正する。 

（　科　目　）　　　　　　　（　既決予定額　）　　　　　　（　補正予定額　）　　　　　　（　　計　　） 

　　　　　 支　　出 

　（１）職員給与費　　　　　　　　　　９４，３２９千円　　　　　　　△４，２３１千円　　　　　９０，０９８千円 

 

 

 

令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　　　提　　　出 

茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦　　　　　　　　　　 

令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　　　　　決
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収　　　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 備 考

 1  水道事業収益 434,938 300 435,238 

2 営業外収益 44,012 300 44,312 

7 国県補助金 0 300 300 

支　　　　出 （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 備 考

 1  水道事業費 544,777 △ 4,231 540,546 

1 営業費用 520,972 △ 4,231 516,741 

1 原水、浄水及び給水費 259,987 △ 7,188 252,799 

2 受託工事費 8,264 1,875 10,139 

3 総係費 83,320 1,082 84,402 

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

項 目

項 目

令 和 ８ 年 度 大 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画（第３号）
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収　　　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 備 考

 1　資本的収入 53,142 25,350 78,492 

1 企業債 13,000 19,000 32,000 

1 企業債 13,000 19,000 32,000 

5 国県補助金 2,000 6,350 8,350 

1 国庫補助金 2,000 6,350 8,350 

支　　　出 （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 備 考

 1　資本的支出 174,284 25,400 199,684 

2 上水道建設改良費 7,662 25,400 33,062 

1 上水道建設改良費 7,662 25,400 33,062 

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

項 目

項 目

令 和 ８ 年 度 大 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画（第３号）
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　収　入 （単位：千円）

区 分 金 額

1  水道事業収益 434,938 300 435,238

2 営業外収益 44,012 300 44,312

7 国県補助金 0 300 300 県補助金 300 茨城県上水道転換支援事業補助金 300

　支　出 （単位：千円）

区 分 金 額

1  水道事業費 544,777 △ 4,231 540,546

1  営業費用 520,972 △ 4,231 516,741

1 原水，浄水及び給 259,987 △ 7,188 252,799 給料 △ 3,751 職員給　　　　　　　6人 △ 5,608

水費 会計年度任用職員 1,857

職員手当等 △ 1,708 扶養手当 200

住居手当 △ 366

通勤手当 200

通勤手当（会計年度任用職員） 47

時間外勤務手当（会計年度任用職員） 44

休日勤務手当（会計年度任用職員） 19

期末手当 △ 1,139

期末手当（会計年度任用職員） 144

勤勉手当 △ 1,000

勤勉手当（会計年度任用職員） 104

令 和 ８ 年 度 大 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 説 明 書（第３号）

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

節

節

款 項 目 補 正 前 補 正 額 計 説 明

款 項 目 補 正 前 補 正 額 計 説 明
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特殊勤務手当（会計年度任用職員） 9

児童手当 180

地域手当 △ 150

法定福利費 △ 1,029 職員共済組合 △ 1,537

労働保険料 8

会計年度任用職員の社会保険料 500

退職手当組合負担金 △ 700 退職手当負担金 △ 700

2 受託工事費 8,264 1,875 10,139 給料 1,187 職員数　　　　　　　1人 1,187

職員手当等 304 通勤手当 △ 200

期末手当 164

勤勉手当 300

地域手当 40

法定福利費 254 職員共済組合 254

退職手当組合負担金 130 退職手当負担金 130

3 総係費 83,320 1,082 84,402 職員手当等 607 扶養手当 200

住居手当 △ 366

期末手当 413

勤勉手当 350

地域手当 10

法定福利費 475 職員共済組合 175

再任用職員社会保険料 300
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　収　入 （単位：千円）

区 分 金 額

1  資本的収入 53,142 25,350 78,492

1 企業債 13,000 19,000 32,000

1 企業債 13,000 19,000 32,000 企業債（建設改良） 19,000 運転制御設備整備事業 19,000

5 国県補助金 2,000 6,350 8,350

1 国庫補助金 2,000 6,350 8,350 国庫補助金 6,350 防災安全交付金 6,350

　支　出 （単位：千円）

区 分 金 額

1  資本的支出 174,284 25,400 199,684

2 上水道建設改良費 7,662 25,400 33,062

1 上水道建設改良費 7,662 25,400 33,062 送、配水設備費 25,400 生瀬地区加圧機場運転制御設備整備工事 25,400

令 和 ８ 年 度 大 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 説 明 書（第３号）

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

節

節

款 項 目 補 正 前 補 正 額 計 説 明

款 項 目 補 正 前 補 正 額 計 説 明
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１　総　　括  （単位：千円）

( 4 )

( )

( 4 )

( 3 )

( )

( 3 )

( 1 )

( )

( 1 )

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

 （単位：千円）

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数（人） 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

損益勘定支弁職員 13 8 132 42,055 33,431 75,618 13,338 88,956

補 正 後 資本勘定支弁職員

合　　　計 13 8 132 42,055 33,431 75,618 13,338 88,956

損益勘定支弁職員 13 9 132 44,619 34,978 79,729 13,638 93,367

補 正 前 資本勘定支弁職員

合　　　計 13 9 132 44,619 34,978 79,729 13,638 93,367

損益勘定支弁職員 △ 1 △ 2,564 △ 1,547 △ 4,111 △ 300 △ 4,411

比　　較 資本勘定支弁職員

合　　　計 △ 1 △ 2,564 △ 1,547 △ 4,111 △ 300 △ 4,411

休日勤務 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
手　　当 手　　当 手　　当 別勤務手当

補 正 後 1,200 988 1,606 4,888 688 18 400 200

補 正 前 1,200 588 1,559 732 4,844 669 9 400 200

手当の内訳 比　　　較 400 47 △ 732 44 19 9

退職手当 退職手当特
負 担 金 別負担金

補 正 後 9,371 7,891 1,669 4,512

補 正 前 9,789 8,137 1,769 5,082

比　　　較 △ 418 △ 246 △ 100 △ 570

区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　計

区　　　分
管理職手

当
扶養手当 通勤手当 住居手当

時間外勤
務手当

宿日直手
当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員  （単位：千円）

( 2 )

(

( 2 )

( 2 )

( )

( 2 )

( )

( )

( )

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

 （単位：千円）

職　員　数（人） 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

損益勘定支弁職員 13 8 132 37,739 32,443 70,314 12,322 82,636

補 正 後 資本勘定支弁職員

合　　　計 13 8 132 37,739 32,443 70,314 12,322 82,636

損益勘定支弁職員 13 9 132 42,160 34,357 76,649 13,130 89,779

補 正 前 資本勘定支弁職員

合　　　計 13 9 132 42,160 34,357 76,649 13,130 89,779

損益勘定支弁職員 △ 1 △ 4,421 △ 1,914 △ 6,335 △ 808 △ 7,143

比　　較 資本勘定支弁職員

合　　　計 △ 1 △ 4,421 △ 1,914 △ 6,335 △ 808 △ 7,143

休日勤務 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
手　　当 手　　当 手　　当 別勤務手当

補 正 後 1,200 988 1,512 4,800 650 400 200

補 正 前 1,200 588 1,512 732 4,800 650 400 200

手当の内訳 比　　　較 400 △ 732

退職手当特 退職手当特
別負担金 別負担金

補 正 後 8,935 7,577 1,669 4,512

補 正 前 9,497 7,927 1,769 5,082

比　　　較 △ 562 △ 350 △ 100 △ 570

区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　計

区　　　分
管理職手

当
扶養手当 通勤手当 住居手当

時間外勤
務手当

宿日直手
当

区　　　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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イ　会計年度任用職員  （単位：千円）

( 2 )

( )

( 2 )

( 1 )

( )

( 1 )

( 1 )

( )

( 1 )
（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

 （単位：千円）

職　員　数（人） 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職 一般職 給　　料 手　　当 計

損益勘定支弁職員 4,316 988 5,304 1,016 6,320

補 正 後 資本勘定支弁職員

合　　　計 4,316 988 5,304 1,016 6,320

損益勘定支弁職員 2,459 621 3,080 508 3,588

補 正 前 資本勘定支弁職員

合　　　計 2,459 621 3,080 508 3,588

損益勘定支弁職員 1,857 367 2,224 508 2,732

比　　較 資本勘定支弁職員

合　　　計 1,857 367 2,224 508 2,732

休日勤務 夜間勤務
手　　当 手　　当

手当の内訳 補 正 後 94 88 38 18 436 314

補 正 前 47 44 19 9 292 210

比　　　較 47 44 19 9 144 104

区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　計

区　　　分 通勤手当
時間外勤務

手当
期末手当 勤勉手当
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料 人事異動に伴う組替等による増減

職員手当 人事異動に伴う組替等による増減

３　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

　　　イ　初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　　　　　　　明 備　　　　　　　考

△ 2,564 その他の増減分 △ 2,564

△ 1,547 その他の増減分 △ 1,547

期末勤勉手当ほか  519

居住手当ほか △ 2,066

区　　　　　　　　　　分 企　　業　　職

平 均 給 料 月 額 (円) ３３８,７８７

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ４２２,０２２

平 均 年 齢 (歳) ４１.１０

平 均 給 料 月 額 (円) ３３８,９３３

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ４１８,１４０

平 均 年 齢 (歳) ４２.０４

町の制度（円） 国の制度（円）

企業職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区　　　　分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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ウ　級別職員数

職員数 (人) 構成比 (％)

（ ） （ ）

１ １２.５

（ ） （ ）

２ ２５.０

（ ） （ ）

１ １２.５

（ ２ ） （ １００.０ ）

１ １２.５

（ ） （ ）

３ ３７.５

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ２ ） （ １００.０ ）

８ １００.０

職員数 (人) 構成比 (％)

（ ） （ ）

１ １１.１

（ ） （ ）

２ ２２.２

（ ） （ ）

２ ２２.２

（ ） （ ）

１ １１.１

（ ） （ ）

３ ３３.３

（ ２ ） （ １００.０ ）

（ ） （ ）

（ ２ ） （ １００.０ ）

９ １００.０

企業職

企業職

区　　　　　分

６　級

５　級

４　級

令和８年９月１日 現在 ３　級

２　級

１　級

その他

計

区　　　　　分

６　級

５　級

４　級

令和８年１月１日 現在 ３　級

２　級

１　級

その他

計
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　　　（級別の基準となる職務）

　　　エ　昇給

(Ａ)(人)

(Ｂ)(人)

１　号　給 (人)

２　号　給 (人)

３　号　給 (人)

４　号　給 (人)

５　号　給 (人)

６　号　給 (人)

７　号　給 (人)

８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人)

(％)

(Ａ)(人)

(Ｂ)(人)

１　号　給 (人)

２　号　給 (人)

３　号　給 (人)

４　号　給 (人)

５　号　給 (人)

６　号　給 (人)

７　号　給 (人)

８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人)

(％)

区　　分 ６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

企業職 課長・参事 課長補佐 係長 主査 主　任 主　事

代表的な職種

企業職

職 員 数 ８ ８

昇 給 に 係 る 職 員 数 ７ ７

１ １

６ ６

号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) ８７.５ ８７.５

職 員 数 ９ ９

昇 給 に 係 る 職 員 数 ９ ９

１ １

８ ８

号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０

区　　　　　分 合　　　計 備　　　　　考

補　

正　

後

補　

正　

前
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　　　オ　期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　キ　特殊勤務手当 　　　ク　その他の手当　

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称 緊急出勤手当

支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階・職務の級

６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置 (2～20％加算)

区分 企業職 区 分 国の制度との差異 差異の内容

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる

区　　　　　分 支給率計　（月分） 備　　　　　考

補　正　後 有

補　正　前 有

区   　　分 その他の加 算措置 退職時特別昇給 備　　　考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

　給料総額に対する比率（％） ０.９５

　支給対象職員の比率（％） １００.００
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議案第７４号 

 

　　　令和７年度大子町一般会計歳入歳出決算の認定について 

　令和７年度大子町一般会計歳入歳出決算が会計管理者から提出されたので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、別紙監査委員の意見を付け

て町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 
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議案第７５号 

 

　　　令和７年度大子町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

　令和７年度大子町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算が会計管理者から提出された

ので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、別紙監査

委員の意見を付けて町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 
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議案第７６号 

 

　　　令和７年度大子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

　令和７年度大子町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算が会計管理者から提出されたの

で、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、別紙監査委

員の意見を付けて町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 
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議案第７７号 

 

　　　令和７年度大子町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

　令和７年度大子町介護保険特別会計歳入歳出決算が会計管理者から提出されたので、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、別紙監査委員の意

見を付けて町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 
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議案第７８号 

 

　　　令和７年度大子町介護サービス事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

　令和７年度大子町介護サービス事業特別会計歳入歳出決算が会計管理者から提出された

ので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、別紙監査

委員の意見を付けて町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 

 

- 126 -



議案第７９号 

 

令和７年度大子町浄化槽整備事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項及び第３項の規定に基づ

き、令和７年度大子町浄化槽整備事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書のとおり

処分し、併せて同法第３０条第４項の規定により、令和７年度大子町浄化槽整備事業会計

決算を別紙監査委員の意見を付けて町議会の認定を求める。 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定 
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議案第８０号 

 

　　　令和７年度大子町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項及び第３項の規定に基づ

き、令和７年度大子町水道事業会計決算に伴う剰余金を剰余金処分計算書のとおり処分し、

併せて同法第３０条第４項の規定により、令和７年度大子町水道事業会計決算を別紙監査

委員の意見を付けて町議会の認定を求める。 

 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大子町長　　高　梨　哲　彦 

 

　　　令和 ８ 年 ９ 月　　日　　　　認定
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